






















the	 Japanese-Chinese	War.	Most	 of	 Japanese	educational	 scientists	 committed	
educational	and	learning’s	war	crimes.	Kaigo	Tokiomi	is	no	exception.
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めの実地調査をおこない（1937 年 12 月中旬～














































































































































































































































































































































































































年 12 月 16 に設置された興亜院（第 10 軍司令
官として独断専行の南京攻略を先導した柳川平
助中将が初代総務長官）の派遣要請をうけた文
部省の命により、翌 1939 年の 8月 20 日に再び
中華民国に赴き、北京・河北省・山西省・蒙彊
ほかの各地の教育事情を視察した。2回目とな
る派遣で、調査期間 50 日を経て約 2か月後の
10月 17日に帰国している。公式の調査期間は、





































































































































度第一期粛清討伐実施計画」（1939 年 1 月 20
日、北支那方面軍司令部）である 38）。これは、


















































































































































































































































































































































































































うかは別にしても、1939 年 11 月末以降の、蒋
介石の命令による中国軍の冬季大攻勢や、ある
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要　旨
　本稿では、海後宗臣の、日中戦争期における中国占領地 =植民地主義教育の体系
的な政策構想を検討した。海後の中国占領地支配のための体制合理的な政策提言は、
教育学の「実証科学化と実証主義」に徹した「講壇教育学」者としての海後宗臣像と
は無縁である。海後の植民地支配責任と戦争責任の事由は明らかであろう。日本の侵
略戦争とその成果となる占領地支配に加担した海後は、日中全面戦争がアジア・太平
洋戦争に拡大すると、戦争翼賛の教育学者として、その教育学研究と行動は全面的に
戦争にコミットすることになるのである。
